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純粋流通費用にたいする利潤の根拠
—宇野弘蔵氏の所説の検討ー一
加 藤義忠
（一）はじめに
『資本論』第 3巻第4篇の論理段階においては，商業資本（商品取扱資本
のみを想定する）も，社会的に平均的な大きさをもち，客観的に有効な機能
をはたすかぎり，産業資本と同様に，その大きさに応じて平均利潤を分与さ
れる。これが商業利潤である。
流通過程においては，使用価値も価値および剰余価値も生産されず，ただ
たんに，使用価値の社会的資料変換およぴ商品価値の姿態変換がなされるに
すぎない。だとすれば，商業利潤の源泉は生産過程において生産的労働者の
生産した剰余価値以外にありえない。このことは，きわめて明瞭である。
では，剰余価値をその源泉とする商業利潤は，どのような根拠に基づいて
分与されるのであろうか。それは商業資本のはたす社会的に客観的な機能に
ある。たとえば，商品買取資本のばあいは，商品価値の実現であり，また，
純粋流通費用のばあいは，商品価値実硯に不可欠の売買操作の遂行である。
しかも，このような社会的に客観的な機能は，産業資本から商業資本として
自立化した論理段階において，はじめて，遂行されるのではなく，それ以前
の産業資本が自ら売買する論理段階において，すでに，遂行されている。し
たがって，商品買取資本（産業資本が自ら売買する論理段階においては，流
通期間中の生産継続のための準備金）およぴ純粋流通費用にたいする平均利
潤は，産業資本が自ら売買する論理段階において，すでに，分与されている。
以上が，商業利澗の分与の根拠にたいするマルクスの基本的な考え方であ
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る。これにたいして，宇野弘蔵氏は『資本論』の全面的純化の一環として，
1) 
つぎのような疑義を呈示されている。その骨子を紹介しておこう。産業資本
が自ら売買する論理段階において，商業資本においては商品買取資本部分と
なる流通期間中の生産継続のための準備金（以下，生産継続の準備金と略記
する）は，生産資本の追加をなし，価値および剰余価値を生産するので，こ
れにたいして平均利潤を分与されるが， しかし，純粋流通費用は第一に，商
品流通にのみ必要なものであり，生産資本の追加とならず，第二に，その大
きさは個別的で，区々的に相遮し，客観的基準をもたず，第三に，すべての
資本にひとしく利子が分与されるという貸付資本がまだ成立していないので，
平均利潤を分与されない。ところが，商業資本が自立化した論理段階におい
ては，純粋流通費用にたいしても平均利潤が分与されるようになる。しかし，
純粋流通費用にたいする平均利潤分与の根拠として，上記の第二と第三の根
拠の充足と，第一のそれに代わって，新しく，商品売買の社会的集中化によ
る流通期間および純粋流通費用の節約という根拠がもちだされてくる。これ
に関連して，商品買取資本にたいしても，新しい根拠があげられている。す
なわち，以前の論理段階における生産資本の追加という根拠に代わって，商
品売買の社会的集中化にともなう流通期間の短縮およびその平均化，客観的
基準の形成というものがもちだされている。
以上が，宇野氏の商業利潤分与の根拠の概略であるが，結論的にいって，
これはマルクスの『資本論』にたいする「批判」をなすものである。したが
って，このような宇野氏の理解にたいして， 『資本論』の擁護を共通の基本
2) 3) 4) 
的立場とする陣営から森下二次也氏をはじめとして，橋本熙，岡田裕之の両
1)参照。宇野弘蔵「商業資本と商業利潤」，「マルクス経済学原理論の研究」，岩波書
店。旧「経済原論」，下巻，岩波書店。「恐慌論・商業利潤論の諸問題」，法政大学
出版局。新「経済原論」，岩波全書，「資本論研究」， IV,筑摩書房。
2)参照。森下二次也，「商業資本と商業利潤にかんする宇野教授の所説について」，「硯
代商業経済論」，有斐閣。「商業資本と商業利潤」， 「資本論講座」，四，青木書店。
「流通費用の資本化」，大阪市大，「経営研究」，第76号。
3)参照。橋本勲，「商業資本と流通問題」，第一，二章， ミネルヴァ書房。
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氏などもくわわり，全面的批判が展開された。これはしごく当然のこととい
5) 
えようが，さらに，宇野学派の内部からさえ，部分的ではあるが，これに批
判がむけられた。このような経緯は論争史をひもとけば，周知のことがらに
属するが，ここで，宇野氏批判に本格的にたちむかわれ，しかも，その水準
においてもっともすぐれているとおもわれる森下氏の批判の概要について述
6) 
べておこう。森下氏いわく。産業資本が自ら売買する論理段階において，生
産継続の準備金は宇野氏のばあいとことなり，生産資本の追加とならず，む
しろ，この部分はたえず流通過程に拘束されており，この意味で，純粋流通
費用と基本的に同ーである。したがって，一方は平均利潤を分与されるのに，
他方はそうではないとされるのは誤っている。また，純粋流通費用は区々的
だといわれるが，しかし，これは個々の産業資本の価値実現競争によって乎
均化される。したがって，この考えも正当ではない。さらにまた，貸付資本
の成立を前提にして，商業資本を説明され，同時に，これを商業資本が自立
化した論理段階における純粋流通費用にたいする平均利潤分与の一根拠とす
る点につい℃商業資本は再生産過程の内部において機能する資本であるの
で，再生産過程の外部において機能する貸付資本を論理的に前提する必要は
ないと反論された。
4)参照。岡田裕之，「商業資本の可変資本の平均利潤への参与について」，上，下，法
政大，「経営志林」，第1巻第1号，第2号。
5)宇野学派内部から批判されている論者はつぎのものである。
公文道明， 「商業資本と商業利潤」， 鈴木鴻一郎編， 「利潤論研究」， 東大出版会。
「商業資本の本質」．「資本論講座」．四，青木書店。
日高普，「「資本論」における商業資本」，東大，「経済学論集」，第32巻第3号。「商
業資本の「困難」な問題」，鈴木鴻一郎編，「マルクス経済学の研究」，上巻，東大出
版会。「商業資本の自立化」，法政大， 「経済志林」，第36巻第4号。「商業資本の理
論」，同，第37巻第3号。「経済原論」，第三章，時潮社。
山口重克，「商業資本と商業利潤」，（一），（二），「電気通信大学学報」，第16号，第
17号。「商業資本と銀行資本」，（一），（二）， 新潟大， 「法経論集」， 第16巻第2号，
第17巻 1・2合併号。
6)森下氏の所説の概要は，（注）（2）の労作をご参照ねがいたい。
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上記は宇野氏の見解にたいする森下氏の反論であるが，私は森下氏に基本
的に賛同するものである。しかし，私のばあい，森下氏と多少，批判の観点
にちがいがあり，また，同一の観点からのものでも重点のおき方がことなる
ので，以下において，この論点にかんして，すでになされている宇野氏批判
の成果をふまえつつ，私なりに宇野氏の主張の検討をおこないたい。この結
果として，宇野商業論批判の内容の豊富化，深化，さらには， 『資本論』の
理解の発展に少しなりとも寄与できれば，幸いである。
7) 
なお，貸付資本を前提にするという論点については，すでに，別の機会に
検討したことがあるので，本稿においてはふれないことにする。
では，ただちに，産業資本が自ら売買する論理段階において，生産継続の
準備金およぴ純粋流通費用にたいする平均利潤の根拠として，宇野氏がもち
だされている論点の検討にとりかかろう。
（二） 産業資本が自ら売買する論理段階における商業利潤の
根拠
① 純粋流通費用は生産資本の追加をなさないという意味
宇野氏は，産業資本が自ら商品を売買する論理段階において，生産継続の
準備金は「流通期間による生産過程の中断に対する追加資本をなすものであ
8) 
って，流通費用には相遮ないが，生産資本の追加をなすものである」あるい
9) 
は， 「追加的資本として直接的に生産過程に開連する」ので，平掏利潤を分
与されるが，他方，純粋流通費用は「全く流通自休のために要する費用であ
10) 
る。………一般に生産資本の追加をなすものとはならない」といわれる。こ
7)参照。拙稿， 「商業資本と貸付資本の関連について」， 「森下二次也教授還暦記念論
文集」，近刊。
8)宇野弘蔵，「商業資本と商業利潤」，前掲書， 264頁。
9)同，「恐慌論・商業利潤論の諸問題」， 123頁。
10)同，「商業資本と商業利潤」， 264頁。
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のように宇野氏は生産継続の準備金にたいする平均利潤の根拠は生産資本の
追加をなす点にあり，これにたいして，純粋流通費用はそうではないので平
均利洞を与えられないといわれるが，しかし，両者とも，この論理段階にお
いて，すでにつぎのような根拠にもとづいて平掏利潤を分与されているので
ある。すなわち，生産継続の準備金にたいする平均利潤分与の根拠は，この
準備金が資本の再生産過程の正常な運行に必要不可欠な流通過程においてお
こなわれる商品の価値実現に拘束されているという点に，また，純粋流通費
用のそれは，これも流通過程によって必然化されるもので，商品の価値実現
に要する売買操作を担当するという点にある。したがって，宇野氏の主張は
正当性をもつものではない。しかし，百歩ゆずって，氏の論理構成を前提し，
氏の論拠とされるものをいちおう認めるとしても，この論拠そのものが成立
しないのである。けだし，生産継続の準備金と純粋流通費用は，氏の主張と
は逆に，産業資本との関連においてみたばあい，基本的に同性格のものだか
らである。すなわち，生産継続の準備金は，たしかに，商品が販売過程には
いった時点において，生産資本に転化されなければならないけれども，この
種の準備金の特徴は，商品の生産期間中はなんの働きもせず，遊休している
点にある。そして，これは商品が流通過程にはいった時点において生産資本
に転化されるが，こんどは，これに代わって，あらたに，商品の販売によっ
て回収された資本が，生産継続の準備金としての役割をはたすことになるの
である。これについて，たとえば，簡単な数字でもって説明すれば，つぎの
ごとくになろう。かりに，ある商品の生産期間は 9ヶ月で，その流通期間は
3ヶ月とし， 1ヶ月に要する資本額は 1億円だとしよう。だとすれば，ある
商品の生産のために， 9億円の生産手段と労賃が，また，生産継続の準備金
として 3億円がいり，合計12億円をもって生産を開始しなければならない。
9億円は生産にはいるが， 3億円は 9ヶ月の末まで遊休していなければなら
ない。そして， 10ヶ月にはいってある商品は流通にはいり，この 3億円は生
産資本に転化される。流通期間は 3ヶ月であるが，平均的に商品が販売され
るとすれば，各月末には 3億円が回収され， 10ヶ月末には 3億円が， 11ヶ月
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末には 6億円が， 12ヶ月末には 9億円が遊休し，そして再投下のさいには，
このうちの 6億円が支出され，やはり， 3億円が遊休する。この流通期間に
おける遊休資本額の平均は
3億円 X 1ヶ月十 6億円 X 1ヶ月
3ヶ月
=3億円
となる。したがって，平均的にみて，たえず 3億円の資本が遊休しているこ
とになるのである。
以上の簡単な数字からもあきらかなごとく，生産継続の準備金は生産資本
に転化されるとはいえ，それに代わる準備金が形成され，その額は平掏的に
は変化がない。 したがって， この種の準備金は， 商品の流通過程が存在す
るが故に，常に必要となるものであり，したがってまた，価値も剰余価値も
生産せず，本質的には，流通過程における商品の売買のためにのみ必要とさ
れる純粋流通費用と同一性をもち，それが生産資本の追加のようにみえるの
は，たんなる仮象にすぎないといえよう。この点について，すでに森下氏は
つぎのように，正確に批判されている。 「流通期間中の生産継続のための追
加資本と流通費用とは，一方を資本とし，他方を資本ならざるものとするほ
どに性質のことなったものであろうか。われわれにはそうは考えられない。
………この資本の本質は流通期間中に生産に充用されることにあるのではな
く，かえってそれまで生産に充用しえないというところにある。………それ
が生産資本らしくみえるのは全く表面上のことであって，その実流通費用以
11) 
外のなにものでもない」。
以上から，生産継続の準備金と純粋流通費用は，生産資本にたいして，基
本的に同一のものであることが，解明された。生産継続の準備金について，
12) 
宇野氏自身も「流通費用には相遮がない」といわれ，他方，純粋流通費用に
ついて， 「費用価格のなかに質的にはいるべき性質をもちながら量的には除
11)森下二次也，「商業資本と商業利潤にかんする宇野教授の所説について」，前掲書，
184頁。
12)宇野弘蔵「商業資本と商業利潤」， 264頁。
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13) 
かれなくてはならない」といわれているように，両者の同一性をいちおう承
認されている。ところが，結論的には，上述のように，前者にたいしては平
均利潤を分与されるのに，後者にたいしてはそうではないといわれるのであ
る。この考え方の基礎には，氏独自の費用価格概念の理解がよこたわってい
るようにおもわれる。そこで，つぎに，この当否について検討しなければな
らない。まず，この点について氏がいわれるところをきいてみよう。 「資本
は剰余価値を生産しなければそれを利潤としても分配しえないのであって，
その間の関係を打ち切ってしまうことはできない。これでは費用価格や生産
14) 
価格によって商品の価値規定との関係を打ち切るのと同じことになる」。し
たがって，両者を同一視することは「あまりに商人資本的資本観となるので
15) 
はないか」。
これが氏の考え方であるが，これには承服しかねる。なぜならば，費用価
格そのものは剰余価値生産の有無およぴ剰余価値生産量の多少にかかわらず，
資本の再生産過程の内部において，その必然的契機をなす価値およぴ剰余価
値の生産およぴそれらの実現にたずさわる費用すぺてをふくむものであって，
価値および剰余価値を生産するもののみをさすのではないからである。この
16) 
意味において，．費用価格は「商人資本的資本観」に立脚するものであり，こ
こでは，価値増殖の秘密はいんぺいされているのである。もう少し補足しよ
う。利潤として分配されるためには，そのまえに，剰余価値が生産されてい
なければならない。これはいうまでもないことである。しかしながら，剰余
価値を生産しなければ利潤を与えられないとか，あるいは，各個別資本は自
己の生産した剰余価値に等しい分の利潤をうけとるだけということはできな
い。生産継続の準備金および純粋流通費用は，いずれも，価値も剰余価値も
生産しないが，しかし，両者とも再生産過程の継続にとって必要可欠な機能
13)同，「資本論研究」， IV,266頁。
14)同，「恐慌論・商業利潤論の諸問題」， 123頁。
15)同， 124頁。
16)同。
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をはたすが故に，産業資本の費用価格の構成要素をなし，したがって，平均
利澗を分与されるのである。このような性格の費用価格は，いわば氏のいわ
れる商人資本的資本観あるいは商人資本的倒錯関係の表現である。この論理
段階においては，これによって，一方では，剰余価値の源泉がかくされるこ
とになるが，他方，これは資本家相互の平等をあらわしてもいる。費用価格
17) 
は「商人資本的資本観」を表わすものであるといっても，もちろん，これは
本来，費用価格に含まれていない純粋流通費用を前期的商業資本のように外
部から無理につけ加えるという意味ではなく，すでに，それに含まれている
ものの内的な発現という意味である。 ， 
以上から明らかなように，宇野氏の考え方は，マ）レクスの費用価格概念に
たいする無理解によるものである。これにかんして，森下氏もすでに，つぎ
のように指摘されている。 「費用価格，したがってまた利潤が，価値生産そ
のものの一範疇であるようにみえるのは『虚偽の仮象』である。費用価格，
利潤を剰余価値の生産にかかわらしめて論ずるのは初めから誤っている。し
かしそんなことはもちろん教授は百も承知のことである。………ところが，
それを認めながら，一方では教授は剰余価値を利潤として分配さるべき資本
のなかから，この一度費用価格によって資本化された流通費用を追放してし
18) 
まわれるのである」。
以上は，生産継続の準備金にたいする平均利潤分与の根拠の検討である。
これは宇野氏の論理構造において，同時に，純粋流通費用にたいして平均利
潤が分与されない根拠にもなっているが，さらに，別の根拠として，これが
区々的で客観的基準をもたないことをもちだされている。そこで，つぎに，
この論点の検討にたちむかわなければならない。
R 純粋流通費用は区々的であるという意味
宇野氏は純粋流通費用は個別的に支出され，それ故に区々的に相遮し， し
17)同。
18)森下二次也，前掲論文， 184-5頁。
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たがって，個別資本の剰余価値から直接的，個別的に控除されるにすぎず，
しかも，技術的基準をもたず，それ故に平均化されず，したがってまた，平
均利潤を要求しうる客観的基準を形成しないといわれる。これについて，し
ばらく氏のいわれることに耳をかたむけてみよう。 「流通費用は当然種々雑
多な条件のもとに，偶然的な，個別的な相遮を示すことになるし，したがっ
て個々の資本家はかかる費用を剰余価値から控除するにしても，そこには一
般的基準となるものはない。………かかる流通費用は異なった産業ばかりで
なく，同じ産業でも個々の資本によって異なるものであって，これを資本と
19) 
して積極的にそれに対して利潤を要求するものとなすことはできない」。
このように宇野氏は主張されるが，たしかに，一定の生産部門をとってみ
たばあい，純粋流通費用にかぎらず，生産資本も個別資本が支出するかぎり
個別的で，現実においては，区々的に相遮する。だが，一般的理論展開のさ
いに問題となるものは，このような個々の相遮性を含みながらも，流遥期間
短縮をめぐる個々の競争に媒介され，その結果としてひきおこされる社会的
に平均的な状態である。宇野氏は産業資本が自ら売買する論理段階において
は，純粋流通費用は社会的に平均化されることはないといわれるけれども，
「なんら基準なしに競争による平均化をいうことはできない。そこで流通期
間に基準があるかどうかという問題になる。………いちおうの技術的な基準
20) 
があると流通期間も生産期間と同様に扱ってよい」という主張からあきらか
なごとく，流通期間に自然的，技術的要因があれば，平均化されることを認
められている。だとすれば，この技術的要因の硯実的存在が証明できれば，
氏の主張は誤りだということになろう。そこで，実際についてみてみよう。
ある一定の産業部門のある一定の商品種類の流通についtみてみると，生
産と消費の状況，商品の使用価値の質と量，販売の乎掏的・技術的水準とい
うような客観的，技術的条件，基準が存在し，これを基礎として，個々の産
業資本が相互に，可能なかぎり，資本の貨殖にとって不可欠だが価値形成的
19)宇野弘蔵旧「経済原論」；下， 18頁。
20)同，「資本論研究」， IV 267-8頁。
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ではない流通期間の短縮競争を展開する。その結果，流通期間は社会的に平
均化され，したがって，そのためにのみ必要な純粋流通費用の大きさも，社
会的に平均化されるのである。もちろん，これはある一定の産業部門のある
一定の商品種類に、かんしてのみいえることであって，同一産業部門内におい
ても商品種類がことなれば当然に；しかも，部門間においてはいうにおよば
ず，自然的，技術的要因がことなるので，流通期間および純粋流通費用の社
会的に平均的な大きさは相遮する。これは自明のことである。これが硯実の
法則的運動というものであるが，もし，流通期間および純粋流通費用が社会
的に平均化されなければ，それらが区々的にことなることになり，社会的平
均を問題とする平均利潤の法則そのものの貫徹が不可能となろう。
21) 
この点について，＿私は別稿にて，すでに論及したところでもあり，また，
森下氏もきわめて的確に，つぎのように指摘されている。 「資本の有機的構
成にしろ，その回転期間にしろ，同ー産業部門内でそれが平均化されてゆく
のは，その自然的，技術的要素によるものではなくて，部門内における個々
の資本の競争にもとづくものである。自然的，技術的要素はむしろ部門間の
差等の基礎として重要なのである。競争の力は流通費用についても全くおな
じ方向に作用する。より少ない費用でより多くの剰余価値を実現する努力を
産業資本は一瞬たりとも欠くことをえない。………その結果ある産業部門の
22) 
流通費用は自ら平均化の傾向をもたざるをえない」。
上述のように，産業資本が自ら売買する段階において，すでに，純粋流通
費用は社会的に平均化されていると主張すれば，宇野氏は「商業資本と同じ
ように，産業資本の商品売買でも流通費用は均等化するということになるの
23) 
では，せっかく専門的に商品販売にあたる意味がなくなるではないか」と心
配されるかもしれない。だが，この心配は不要である。というのは，商業資
21)拙稿，「商業利潤の根拠について」，関大， 「商学論集」， 第17巻第3号， 10-2頁，
を参照されたい。
22)森下二次也，前掲論文， 187頁。
23)宇野弘蔵「資本論研究」， IV,265頁。
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本の自立化の意味は，平均化してないものを平均化するところにあるのでは
なく，流通期間およぴ純粋流通費用をより節減するところにあるからである。
以上は，氏の論理構造をいちおう認めたうえで，氏の論拠そのものの不当
性をついたものであるが，つぎにこれに関連して，氏の論理構造において，
相互に矛盾しているとおもわれる点を 2, 3指摘してみよう。
まず第 1のものは，つぎの点にある。宇野氏は純粋流通費用は「個々の剰
24) 
余価値から控除せられる」とされながら，他方，社会的総資本が問題となる
一般的利潤率の形成の算式において
180-50 
'900+100 
というように，この費用を
取扱われているが，これは明らかに論理矛盾である。というのは，氏のばあ
いの純粋流通費用は個別的であるので，社会的規模で形成される平均利潤の
算式に参加することはできないからである。この論理矛盾をなくすために，
森下氏の指摘されているように． 「流通費用は剰余価値mに等しい価値につ
いて成立した利潤率による利潤から純粋の失費として支出されるものとしな
25) 
ければならないであろう」。
以上は第 1のものであるが，第2のものはつぎの点にある。純粋流通費用
のみならず流通期間も「産業資本にとっては，長短種々異なるものとして生
26) 
産期間と同様には扱いえない」といわれているように，この流通期間が長短
様々であるとすれば，この期間中に必要とされる生産継続の準備金の大きさ
も様々となり，平均化されないことになろう。したがって，この準備金も社
会的平均を問題とする一般的利潤率の形成に参加できず， したがってまた，
平均利潤の分与もなされない。この意味において，純粋流通費用となんらこ
となるところがない。ところが，両者は差別的取扱いをされているのである。
これは氏の論理矛盾といわざるをえない。とはいえ，このことは，乎均利潤
の分与は，いくつかある条件，根拠のうちいずれか一つが充足されれば可能
となるという氏の論理の組立てからすれば，氏においては少しも矛盾しない
24)同，「商業資本と商業利潤」， 264頁。
25)森下二次也，前掲論文， 185頁。
26)宇野弘蔵新「経済原論」， 20頁。
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ことかもしれないが。なお，この点について，すでに森下氏は「おなじ個別
的なものでありながら，流通時間と流通費用とでは何故このように異なった
扱いをしなくてはならないのか。その理由は，最早，流通費用の個別性とい
27) 
うことでは説明できないであろう」と批判されている。
以上において，産業資本が自ら売買する論理段階において，生産継続の準
備金および純粋流通費用にたいする平均利潤分与の根拠，あるいは分与され
ない根拠について，宇野氏の見解の検討をこころみた。この節をむすぶにあ
たって，純粋流通費用の平均化とそれにたいする平均利潤分与の根拠の襲連
について，私の理解するところを申し述べたい。
上述のごとく，宇野氏の理解とは逆に，私のばあい，純粋流通費用は産業
資本が自ら売買する論理段階において，すでに，売買競争を媒介として社会
的に平均化されているのであるが，しかし，この平掏化はそれにたいする平
均利潤分与のための，内容面，あるいは，質的意味での客観的基準の形成で
はなく，たんに，形式的なそれを意味するにすぎない。純粋流通費用にたい
する平均利潤の分与の根拠，いいかえれば，内容面にかかわる客観的基準と
は，氏のあげられるその社会的な平掏化ではなくて，それの果たす社会的に
客観的な機能，効果にある。すなわち，商品価値実現に必要不可欠な売買操
作を遂行することである。他方，純粋流通費用の社会的平均化とは，平均利
潤分与の根拠をなすのではなく，現実の売買競争の結果，たとえば，社会的
に平均的な大きさのもののみに平均利潤を，平詢以上の規模のものはそれ以
下を，あるいは平均以下のものはそれ以上を分与されるという平掏利潤分与
の形式的な，量的な基準・条件・資格をなすにすぎない。いいかえれば，純
粋流通費用の平掏的大きさは，平均利潤の法則の貫徹のための硯実的な基礎
の一つを形成するものである。したがって，この平均的大きさは平均禾・リ潤の
分与を考察するばあいには，論理的には，前提されているのである。
以上は，純粋流通費用の平均化とそれにたいする平均利潤分与の根拠の関
27)森下二次也，前掲論文， 188頁。
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連についての補足的説明である。そこで，つぎに商業資本が自立化した論理
段階における商業利潤の根拠について，宇野氏の考え方を考察しなければな
らないのだが，それにとりかかるまえに，産業資本から商業資本への移行の
氏特有の弁証法・論理について，簡単に分析することにしよう。
（三） 産業資本から商業資本への移行の論理
宇野氏は産業資本が自ら売買する論理段階から商業資本が自立化する論理
段階への移行の論理的媒介項，原動力として，つぎのように純粋流通費用概
念の矛盾という考え方をもちだされている。宇野氏いわく。 「問題は，産業
資本にとって剰余価値の『実現』にもその生産と同様に一定の時間と費用と
を想定しうるかということにある。そしてそれができないということが……
…理論的には，産業資本に対して商業資本を自立化せしめる根拠と必然性と
28) 
をなすといってよいのではないか」。
宇野氏のばあい，どうも氏特有の弁証法である概念の自己矛盾による論理
展開を考えておられるようだが，いうまでもなく，概念とは客観的事実の主
観への反映にすぎず，概念自体にはなんら矛盾はない。矛盾は事実そのもの
にあり，論理の展開が弁証法的になされるのは，事実がそうであるからにす
ぎない。したがって，氏のように概念に矛盾をみることは正しくないが，こ
こでは，これについてこれ以上問わないことにしよう。
ところで，氏の流通費用概念の矛盾による論理展開の内容は概括すれば，
つぎのごとくになろう。すなわち，純粋流通費用は産業資本が自ら売買する
論理段階においては，個別的に支出され，区々的にことなり，客観的基準を
もたないが，しかし，その本性はそうではない。したがって，そこに矛盾が
生じ，それを動力として産業資本から商業資本が自立化し，その論理段階に
おいては，純粋流通費用はその本性にふさわしく社会的に平均化され，客観
的基準をもつようになるというのである。だが，このような氏の主張は，っ
28)宇野弘蔵「恐慌論・商業利澗論の諸問題」， 126頁。
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ぎの点において正しくない。上述したように，産業資本が自ら売買する論理
段階において，すでに，この費用は事実として平均化しているのであるから，
氏の指摘されるようなこの費用の矛盾は現存しないのである。この点，氏の
認識不足である。
さて，それでは新しい論理段階への移行を媒介する動力，契機とは，いっ
たいなんであろうか。これは，宇野氏とことなり，資本そのものの内在的矛
盾，換言すれば，その本性と現象形態の矛盾にもとめなければならない。も
う少しふえんしよう。産業資本が自ら売買する論理段階から商業資本が自立
化してそれをおこなう論理段階への発展・移行の動力は，産業資本が自ら売
買する形態と自己増殖を自己目的とする資本の本性との矛盾にあり，この矛
盾を動力，推進力として商業資本が自立化するのである。もちろん，そのた
めに準備が整っていなければならない。その具体的内容は，一方，個別資本
的には，商品の価値実現過程が生産過程から切りはなされ， しかも，そのた
めの売買操作が商業労働者によって資本・企業内分業という形で遂行されて
いることと，他方，総資本的には，資本・企業内分業から資本間の社会的分
業に移行することの利益が，すでに，産業資本相互の社会的分業によって検
証されており，商業資本の分化・独立化によってもこの利益にあづかれると
いう一般的可能性が存在していることである。換言すれば，商業資本の自立
化によって，社会的分業の効果が形成されるが，これは産業資本における内
部的分業の効果をいっそうおしすすめるものである。
以上は，商業資本の自立化の硯実的かつ論理的必然性について検討したも
のであり，この結果，宇野氏の移行の論理は認めがたいことが解明された。
これでいよいよ商業資本の自立化の論理段階に足をふみいれたことになる。
さて，そこで，この段階において，商業利潤の根拠について宇野氏の考えて
いる点について，考察することにしよう。
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（四）商業資本が自立化した論理段階における商業利潤の根拠
① 商品買取資本にたいする利潤の根拠
宇野氏のばあい，この段階においては，生産継続の準備金の転化形態たる
商品買取資本と純粋流通費用は，両者とも共通に平掏利澗を分与されるのだ
が，その根拠は以前の段階のそれと相遣する。それではまず，商品買取資本
のそれから検討しよう。この部分にたいする乎均利潤分与の根拠は二つあり，
これらについて宇野氏はつぎのように語られている。まず第一は「商品買取
資本は，それ自身では，流通期間を短縮するわけではない。商業資本家の活
動によって，その資本にも商業利潤としての利潤がえられることになる。そ
29) 
れは単に肩替りするのではなく，利潤率をあげつつ肩替りする」ということ
である。つまり，商業資本の自立化による流通期間の短縮，それも売買操作
の媒介，協力による短縮が，商品取扱資本にたいする平均利潤分与の第一の
根拠である。第二は，つぎのごとくである。 「この流通期間自身がいわば産
業資本的には均等化されえなかったのに，商業資本的には均等化されるもの
となる。少なくとも商業資本に一般的利潤率の形成を可能ならしめるものと
30) 
なる」。「商業資本は多かれ少なかれ商品の売買を集中することによってその
流通期間に，個々の産業資本にあっては到底期待し得られなかった客観的基
31) 
準を与えうることになる」。つまり， 流通期間を平均化・均等化し，それに
客観的基準を付与することが，その第二の根拠である。宇野氏の論理構造に
おいて，以上二つの根拠のうち，第一のものがその中心をなし，第二のもの
はいわば補完的位置にあるとおもわれる。とはいえ，この二つのうちいずれ
か一つが欠けても平均利潤が分与されなくなることはいうまでもない。
以上は宇野氏が商品買取資本にたいする平均利潤分与の根拠とされている
29)同， 134頁。
30)同， 126頁。
31)同，旧「経済原論」， 277頁。
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ものであるが，ここで，つぎに，二つの根拠について順次検討をおこなうこ
とにする。まず第一のものについてみてみよう。宇野氏は，商品買取資本は
それ自身では流通期間を短縮できず，商業資本家の活動に助けられてそれを
なすといわれるが，これには賛同できない。もちろん，商業資本家のみが売
買に従事し，商業労働者を充用していない論理段階を想定すれば，売買操作
は彼によってのみおこなわれる。しかも，この操作には，商品価値実硯に最
低限必要な部分と売買を促進し，流通期間を短縮する部分の二側面がある。
だから，商業資本家のみによる売買操作によっても，当然に，流通期間がい
っそう短縮されよう。だが，売買促進による流通期間の短縮が達成される前
の時点すなわち，商業資本が自立化したまさにその時点において，商業資本
が商品売買を社会的，集中的に代行すること自体が，社会的総体としての流
通期間の短縮をもたらす。この意味において，商品買取資本は独力で，いい
かえればその分立それ自体によって，流通期間短縮をひきおこすのである。
ところで，第一の根拠との関連において，より重要な点は，宇野氏の論理
において，この流通期間の短縮が商品貿取資本にたいする平均利潤分与の根
拠になるということである。しかし，この主張は首肯しがたい。なぜならば，
流通期間のいっそうの短縮は，商業資本の自立化の根拠の一実硯形態をなす
のみであって，同時に，それにたいする平均利潤の分与の根拠をなすことは
できないからである。それでは，いったい，この利濶の根拠はなにかという
と，すでに述べたように，商品買取資本の果たす社会的に客観的な機能，す
なわち，商品価値の実硯である。したがって，宇野氏の主張は商業資本の自
立化の根拠の実現形態と商品買取資本にたいする平均利潤の根拠を混同する
ものであるということができる。
以上は，第一の根拠についての検討であるが，ただちに，第二のそれにた
ちむかおう。商業資本として自立化してはじめて，流通期間が平均化される
といわれる宇野氏の見解については，産業資本が自ら売買する論理段階にお
いて，つぎに，商品の売買競争の結果として，社会的に平均化されるという
上述の私の考え方から明らかなように，全く承服できない。この点について，
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さらに補足することはないので，これ以上問題にしないでおこう。
以上において，商品買取資本にたいする平均利潤分与の根拠として，宇野
氏が考えておられるものの検討を終了したことになる。そこで，つぎに，純
粋流通費用のそれにうつらなければならない。
② 純粋流通費用にたいする利潤の根拠
宇野氏は純粋流通費用にたいする平均利潤の分与の根拠として，第一に，
この費用が商業資本によって社会的に集中され，その結果，平均化され，客
観的基準が形成されること，第二に，流通期間をさらに短縮し，しかも，自
分自身をも縮小すること，第三に，貸付資本が前提されることの三つをあげ
られている。このうち第三のものは，本稿の対象からはずれるので，第一と
第二のもののみ検討する。
まず，第一のものであるが，これについて氏の主張の紹介から始めよう。
宇野氏いわく。 「産業資本に対して『区々である』流通費用は商業資本によ
って引受けられることによって集中され，平均化されて初めて平掏利潤を受
32) 
ける資本としての費用になるのである」。 また， づぎのようにもいわれてい
る。産業資本が自ら売買する論理段階において，純粋流通費用の支出によっ
て「流通期間は，多かれ少なかれ短縮されることにはなるが， しかしその関
連は必ずしも客観的基準を有するものとして社会的に認められるものではな
い。ところがこの費用が商業資本においては，流通期間の短縮のために役立
つと同時に，種々なる商品を扱う場合はもちろんのこと，同種のものにあっ
ても，集合されて販売されるとともに自ら平均的計算を可能にするのであっ
33) 
て，資本の構成部分をなすものに転化される」。
宇野氏は以上のように主張されているが，上述のごとく，純粋流通費用に
たいする平均利潤分与の根拠は，それ以前の論理段階におけると同様に，価
32)同，「恐慌論・商業利洞論の諸問題」， 140頁。
22)同，新「経済原論」， 210-1頁。
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値実現に不可欠な売買操作の遂行というこの費用の社会的に客観的機能にあ
り，しかも，この根拠とこの費用の乎掏化は別の側面の問題，すなわち，こ
の平均化は利潤分与のための質的根拠ではなく，たんなる量的基準あるいは
形式的前提をなすにすぎないとする私の見解からすれば，．当然，認められな
い。これは氏の根拠のいわば外在的批判といえるものであるが，氏の根拠を
内在的に検討したばあいでも，つぎの点において，．この根拠そのものが成立
しない。すなわち，この論理段階における純粋流通費用の平均化は，当然，
それ以前の論理段階のそれと段階的にちがいがあることから，平均化の質と
量の両面においてもちろん相遮があるが，しかし，すでに，それ以前の段階
において個別産業資本の売買競争の結果，社会的に平均化されていることは
たしかである。したがって，この論理段階においてはじめて，平均化が成立
するということはできない。
さらに，氏の論理そのものに自家撞着がみられる。すなわち，一方におい
て，上記の主張のごとく，純粋流通費用は平均化・均等化されるといわれな
がら，他方において， 「商業資本のほうではまかせられると，同じ部門のい
ろいろな生産物をいろいろな資本家から買うとか，あるいは遮った生産物を
異なった産業部門から買い入れてやると，そこにある程度の平均化はでる。
それでも客観的基準があるわけではない。基準がないけれども競争による，
34) 
いわば商業的基準はでてくる」といわれる。このように，ある箇所において，．
この費用の平均化は完全に達成されるといわれながら，別の箇所において，
この平均化は不十分で，ある程度しか達成されないといわれることは，明ら
かに，氏の論理の矛盾を示すものであろう。
この箇所に関連して，若干の疑義をさしはさんでおこう。氏は，ここにお
35) 
いて， 「ある程度」という限定つきではあるが，売買競争を媒介とする純粋
流通費用の平均化を承聡されている。では，なぜに，産業資本が自ら売買す
る論理段階において，個々の資本の売買競争が存在するのに，この費用は平
34)同，「資本論研究」， IV,268頁。
35)同。
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均化されないのであろうか。この点の論証は全く不明確であるが，売買競争
による平均化を駆められるかぎり，それ以前の段階においても，すでに，こ
の費用の平均化は達成されていることにならざるをえない。これは，氏の論
理の自己崩壊を意味する。
以上は，宇野氏の第一の根拠とされるものの検討であるが，つぎに，第二
のもののそれにとりかかることにしよう。この根拠について，氏はつぎのご
とくいわれている。 「産業資本の場合の費用を節約しつつ流通期間をさらに
短縮することによって，販売価格の中からその費用を回収しうるばかりでな
36) 
く，その費用に対する乎均利潤をも実現することになるのである」。「産業資
本がみずから売買する場合よりその流通費を節約するということから，平均
37) 
利澗を与えられることになる」。
これが宇野氏の考え方であるが，これについても認めがたい。というのは，
氏自ら，純粋流通費用による流通期間および自らの短縮，節約は，商業労働
者が充用され，資本・企業内分業が形成される結果，産業資本が自ら売買す
る論理段階において，すでにある程度，達成されているといわれるのであれ
ば，なぜ，以前の論理段階において，この費用にたいして平均利潤が分与さ
れないのかの十分な説明がほとんどないからである。この説明としておもい
あたるふしは，ないではない。それは，商業資本における純粋流通費用は，
産業資本のばあいよりも，流通期間およぴ自らをよりいっそう短縮・節減す
るといわれている点である。商業資本によるこの費用の支出は，産業資本に
よるそれよりも，はるかに費用節約的であることは，氏にいわれるまでもな
く，周知のことがらに属する。だが，これは氏の把握とはことなり，商業資
本の自立化の根拠の一実現・充足形態をなすにとどまり，さらに，この費用
にたいする利潤の根拠となることはできない。この点，上述のとおりである。
以上において，商業利潤の根拠，とくに，純粋流通費用のそれについての
宇野氏の考え方について，諸側面から検討をくわえた。これでもって，その
36)同，新「経済原論」， 212頁。
.37)同，「資本論研究」， N,266頁。
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検討はことごとく終了したことになる。最後に，本題と少しはずれるので，
補論として，商業資本による一般的利潤率の補足，修正にかんする宇野氏の
理解について，若干の検討をくわえることにする。
＜補論＞
商業資本による一般的利潤率の補足，修正について
マルクスは『資本論』において，産業資本のみの存在する論理段階を想定
し，そこにおいて，まず，一般的利潤率の形成を説き，つぎに，新しく商業
資本をくわえ，そのことによって，一方では，一般的利潤率が低下し，他方
では，それが商業資本として自立化することによって上昇するというふうに，
その補足，修正をおこなっている。これにたいして，宇野氏はつぎのような
疑義を呈示されている。 「第四篤において商業資本を論ずる場合に，われわ
れはそこに二重の修正を受けるような感を免れないことになる。その一つは
すでに一般的利潤率の形成に際して回転期間の相遮を含蓄するものとしては，
商品ないし貨幣資本が単に資本としての商業資本によって取扱われるものと
して分業化する面であり，その二は，特に流通部面から生ずる回転期間が一
般的利潤率そのものを修正するという面である。前者は商業資本として分業
化することから一般的利潤率そのものをむしろ高める傾向にあるのに反して，
後者は直接剰余価値の生産に与らない流通資本への利潤の分与によるその低
落となってあらわれる。この二面は何れもそれ自身では間進った想定とはい
38) 
えないが，第四篇を理解する上に難点とならざるを得ないのであった」。
氏はこのように主張されているが，氏の解釈とは逆に，マルクスの説明の
仕方は全く合理的である。というのは，産業資本だけが存在する論理段階に
おいて，一般的利澗率の形成を説いた算式を，商業資本も含めた論理段階にお
いて利用するとすれば，剰余価値は一定で，そのうえそれから純粋流通費用
38)同，「商業資本と商業利潤」， 265-6頁。
80 (364) 純粋流通費用にたいする利潤の根拠（加藤）
分だけさしひかれ，しかもその分配にあずかる資本量は，商業資本だけ増加
することになるのだから，一般的利潤率が低落するのは当然のことだからで
ある。このような説明の仕方は，全体像をいっぺんに明らかにできない以上，．
全く合理的だといわざるをえない。
もちろん，流通期間および純粋流通費用の導入による一般的利潤率の低落
は，産業資本が自ら売買する論理段階においても，説明することができる。こ
の方が『資本綸』のばあいよりも，宇野氏にとってすっきりするかもしれな
い。しかし，こうしたからといって，『資本論』の叙述はあいまいだというこ
とはできない。けだし，『資本論』においては，これを商業資本に代表させて
説明しているにすぎないからである。かりに，産業資本が自ら売買する論碑
段階において，従来の計算方法をもちいて一般的利潤率の形成を考えるとす
れば，このばあいでも，新しい生産継続の準備金と純粋流通費用を分母にく
ゎぇ，しかも分子は大きくならないうえに，それから純粋流通費用を控除し
なければならないのだから，一般的利潤率は低落することになろぅ。つまり，
このようにしても，ことがらの本質にはなんの変化もみられないのである。
なお，付言すれば，商業資本の参加によって，一般的利潤率が低下するよ
うに説かれているからといって，これはマルクスがその自立化の効果を全く
みていないということを意味しない。というのは，別のところで，もしも商
業資本ではなく，産業資本自らによって売買がなされれば，一般的利潤率は
よりいっう低落するであろうというふうに，商業資本自立化の効果，利益を
説いているからである。この点，宇野氏も認められている。
